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[image: ]令和8年10月30日、「自由民主党全国保育関係議員連盟総会」が開催され、保育三団体協議会として、本会の奥村尚三会長、日本保育協会の吉田学理事長、全国私立保育連盟の川下勝利会長が出席しました。
冒頭、田村憲久保育議連会長から、「保育を取り巻く環境は、かつて待機児童対策が中心だったが、一定程度の待機児童解消がされ、代わりに地方では定員割れが生じている。質をどう向上していくのかという一方、地域のなかで子どもが育つ環境をどう構築するのかが問われている。」「保育所も保育を必要とする子どもだけでなく、すべての子どもを対象とする役割に変わってきている。そうしたなかで、人材確保や処遇改善をどう図っていくのかが課題になっている。さまざまな課題があるなかで、保育所保育指針等の改定も進んでおり、幼児教育を強化し、養護と教育を強化していこうと進めていると聞いている」とあいさつがありました。あいさつをする田村保育議連会長

保育三団体協議会からは、本年度幹事団体（日本保育協会）の吉田理事長より、別添要望書により、要望を伝えました。

[image: ]その後、行われた意見交換では、出席した議員から「地域区分について隣接自治体との格差により保育士等の流出が生じるなどの懸念があるため、きめ細かな配慮が必要」「職員の処遇改善のみならず、保育園の運営については経営そのものが苦境をきたしていることを考える必要がある」「近年の災害対応におけるこども家庭庁の対応について、現場に寄り添った対応を評価する一方で、被災施設の原形復旧にとどまらない『災害体制の強化』が支援対象となる点について現場への周知徹底を求める」など、地域区分見直しによる地域格差等への対応や防災・災害復旧対応、社会福祉施設職員等退職手当共済制度などについての意見が出されました。要望内容を伝える吉田理事長
（幹事団体：日本保育協会）

意見交換のなかで、こども家庭庁成育局の中村局長からは「地域区分については、今年4～5月に自治体にアンケートを実施し、その声をもとに現在、案を作成している。11月には新たな補正ルールを示し、再度声を聞く予定としている」「災害対応については、『こどもまんなか』を軸に制度変更を図ってきた。今後、熊本地震の対応について検証を行い、より改善していきたい」との回答がされました。
要望内容の詳細については、別添資料をご参照ください。

◆ 令和９年度予算要望活動を実施 （保育三団体協議会）
　
令和8年10月30日、「自由民主党全国保育関係議員連盟（以下、自民党保育議連）総会」の後、本会奥村尚三会長は、日本保育協会 吉田学理事長、全国私立保育連盟 川下勝利会長とともに、保育三団体協議会として「令和9年度保育関係予算要望」活動を行い、自民党保育議連会長等へあらためて要望をするとともに、こども家庭庁および財務省等を訪問しました。
自民党保育議連総会場も含め、田村憲久衆議院議員（自民党保育議連会長）、有村治子参議院議員（参議院予算委員長）、自見はなこ参議院議員、片山さつき財務大臣、こども家庭庁や財務省主計局等、多くの関係者に要望書を直接手交するとともに、要望内容をはじめとする保育をとりまく現状について意見交換を行いました。
なお、同日には、衆議院第一議員会館、衆議院第二議員会館、参議院議員会館の自民党保育議連所属議員を訪問し、要望活動を実施しました（約250名の保育議連各議員に対する要望活動は保育三団体協議会が分担して実施）。
今回は、令和9年度保育関係予算の策定に向けて、下記の事項について要望しています。要望書の詳細は、全保協ホームページに掲載予定です。
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田村憲久 自民党保育議連会長に要望書を手交
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自見はなこ 参議院議員に要望書を手交
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有村治子 参議院議員（参議院予算委員長）に
要望書を手交
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こども家庭庁（中村局長）に要望書を手交
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自動的に生成された説明]　
財務省（主計局　八幡 (はば)次長）に要望書を手交



	令和９年度保育関係予算要望（概要）
1. 「令和8年熊本地震」ほか、豪雨による被害等、頻発する災害に関する緊急要望
2. 三要領・指針の「こどもまんなか」の理念に基づいた一本化
3. 急激な物価高騰への対応
4. 社会福祉施設職員等退職手当共済制度における公費助成を堅持・継続
5. 人口減少地域においても、すべての子どもの育ちの保障
6. 安全・安心な保育継続のため、公定価格の充実
7. 「こども誰でも通園制度」の充実
8. すべての子どもの育ちを保障するため、恒久的な財源確保
9. 公立保育所等における3歳未満児への給食外部搬入の全国展開についての懸念
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